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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15 年 9 月 中 間 期 61,414 36.2 △ 4,058 - △ 4,651 -
14 年 9 月 中 間 期 45,097 △ 8.2 △ 1,023 - △ 1,802 -
15 年 3 月 期 123,128 2,227 850

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
15 年 9 月 中 間 期 △ 17,077 - △ 132.52 -
14 年 9 月 中 間 期 △ 3,297 - △ 24.65 -
15 年 3 月 期 △ 5,372 △ 40.48 -
(注)①持分法投資損益        　  15年 9月中間期       　   - 百万円      14年 9月中間期     △172百万円     15年 3月期    △306 百万円
     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期   128,867,398 株　　　14年 9月中間期   133,748,038 株　 　15年 3月期   132,725,015 株
     ③会計処理の方法の変更　　 有
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
15 年 9 月 中 間 期 225,884 79,407 35.2 622.36
14 年 9 月 中 間 期 183,616 95,737 52.1 720.26
15 年 3 月 期 181,275 92,920 51.3 709.86
(注)期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期    127,591,211 株　　14年 9月中間期    132,920,107 株　 　15年 3月期   130,900,899 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　　 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
15 年 9 月 中 間 期 △ 4,606 △ 1,053 6,889 26,477
14 年 9 月 中 間 期 2,898 △ 7,725 4,895 21,993
15 年 3 月 期 644 △ 10,408 6,393 18,557

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数     １２社   持分法適用非連結子会社数　  ０社   持分法適用関連会社数　０社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）          １社  （除外）    ０社   持分法（新規）  ０社  （除外）　  １社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 168,000 1,200 △ 12,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）      △94 円  5 銭

　上記記載金額は、百万円未満を切捨てして表示しております。業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき作成し
たものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

－１－



栗本商事㈱ 販売

クリモト・トレーディング㈱ 原材料の仕入

ピー・エス・ティ㈱ 工事のｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

栗本物流㈱ 運送業務

栗本ﾊﾞﾙﾌﾞｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ 修理工事等

三興機鋼㈱ 販売

㈱エフイーシー 販売

佐藤機材㈱ 販売

㈱佐世保メタル 製造・販売

栗光股分有限公司 製造・販売

栗本細野㈱ 製造・販売

北海道管材㈱ 販売

クリモトメック㈱ 販売

栗鉄工事㈱ 工事

クリモト・メンテナンス㈱ 機械等の維持管理

エージーアールジャパン㈱ 廃棄物処理ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

大将作工業股分有限公司 製造

㈱アルト技研 建設コンサルティ
ング

栗本建設工業㈱ 建設

栗本建材㈱ 製造・販売

㈱ケィ・テック 販売

栗本化成工業㈱ 製造・販売

栗本コンクリート工業㈱ 製造・販売

プランツエコサイクル㈱ 製造・販売

クリモトソーワ㈱ 廃棄物再生事業

クリモトソイルバンク㈱ 土壌調査・浄化

栗本エンバイロ㈱ 廃棄物の再生事業

栗本不動産㈱ 不動産賃貸等

栗本人材センター㈱ 業務請負業

クリモト情報ｼｽﾃﾑ㈱ 業務請負業

クリモトファイナンス㈱ 貸金業

連結子会社　１２社

   当社のグループは、当社、子会社２９社及び関連会社２社で構成され、鉄鋼・鋳鋼製品、鋼製構造物・機械製品、建築及び建築関連製品、その
他の製品等の製造販売を主な内容として事業活動を展開しています。

当グループの事業に係わる位置づけは次の通りです。

当グループの製品の一部は、連結子会社栗本商事㈱を通じて販売されています。
事業の系統図は次の通りです。
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関連会社　２社非連結子会社　１７社

１．企 業 集 団 の 状 況

建築関係については、連結子会社栗本建設工業㈱が設計・施工を行い、建築関連製品については、当社が製造販売す
る他、一部については連結子会社栗本建材㈱が製造し、当社が仕入れて販売しています。

当社が製造販売する他、工事関係については、連結子会社栗鉄工事㈱及びクリモト・メンテナンス㈱に委託しています。

当社が製造販売する他、一部については非連結子会社三興機鋼㈱、佐藤機材㈱及び関連会社北海道管材㈱を代理店
として販売しています。
又、工事関係については、連結子会社栗本バルブエンジニアリング㈱に委託しています。

鋼製構造物・機械
製 品
建 築 及 び 建 築
関 連 製 品

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品
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２．経 営 方 針

１．経営の基本方針
当社グループは、進むべき主な事業領域を「環境」と「インフラ」と定めております。その事業

領域において、トータル・クォリティー・サービスで、お客様の信頼を得、お客様満足第一のモノ
づ く り に 徹 し て 、 独 自 の 価 値 を 提 供 す る こ と を 目 指 し て お り ま す 。

２．利益配分に関する基本方針
当社は従来より、株主の皆様に対する利益還元を最重要政策のひとつと位置づけており、経営基

盤強化のための設備投資や技術開発に充当するための内部留保に留意しながら、安定的・継続的に、
配当を実施することを基本方針としております。

３．中長期的な経営戦略
当社は、従来からの業績回復諸施策をさらに拡大し、経営体質強化に向けての新たな取組みに着

手しております。具体的には、公共事業縮減という環境の変化に対し、「環境・エネルギー・生活
密着・海外」と「民需事業の拡大」をキーワードにした新事業・新商品の早期開発をＭ＆Ａ・アラ
イアンスも視野に入れ強力に推進するとともに、事業・事業所の再編や海外も含めた営業・技術開
発・ 生産体制の見直しもはかり、収益率を重視した経営に全力を傾注する所存であります。

鉄管部門では、成長市場として注目される水道事業の民間委託の総合管理会社である㈱ジェイ・
チームへの参画で受注拡大をめざします。
重点事業分野である環境関連では、ごみ炭化システムなど脱焼却や産業廃棄物・民間リサイクル
設備の拡販や既設施設のリニューアル提案の強化をはかるとともに土壌浄化処理、飲料缶処理の事
業化や家畜糞尿処理装置の販売などをすすめております。
エネルギー分野では、ＣＮＧ（圧縮天然ガス）ステーションの事業化や台湾のベンチャー企業と
燃料電池の技術開発で提携し、車椅子・シルバーカー等の事業展開も予定しています。
バルブ部門・機械部門の産業機械関連では、中国を中心としたアジアなど、海外市場での需要創
造および海外調達の促進・海外生産拠点の機能強化で国際競争力の強化につとめてまいります。

10月にはドイツにヨーロッパ事務所を開設し、欧州国鉄向ブレーキディスク市場への営業サポー
ト や 燃 料 電 池 の 市 場 調 査 な ど に 大 き い 期 待 を も っ て い ま す 。

一方、当期より連結対象子会社となった栗本建設工業㈱が持つ永年にわたる住環境整備や公共施
設などの社会貢献活動を中心としたノウハウ及び地域に根ざした事業活動の強みを取り入れ、営業
力・技術力の向上をはかり、経営基盤の強化につとめてまいります。また、民需事業拡大を推進す
る一環として、同社をグループ民需部門の中核と位置づけ、事業の幅を拡げ、クリモトブランドの
浸透につなげるとともに、その相乗効果によりグループの総合力強化と業績の向上を目指してまい
り ま す 。

経営体質強化策としまして、４月に戦略機能と調整機能に再編した本社を更に企画統制面で強化
し、グループ全体の事業運営の改革を推進してまいります。また、本支社店長をメンバーとする地
域戦略会議を制度化し、受注確保を命題に営業戦略を推進支援してまいります。新しくスタートし
た成果主義人事制度は「チャレンジすることを評価する」を具現化し、改革志向の企業風土への脱
皮をはかってまいります。

このような経営戦略の展開により、収益性や株主価値、資本効率の観点からＲＯＥ・ＲＯＡ、キ
ャッシュフローの向上をはかり、企業価値を高めるべく努力してまいります。

４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況
当社では、株主価値、顧客価値、従業員価値、企業価値の最大化を図るとともに、経営の透明性

の向上とコンプライアンス法令遵守の経営を徹底するためには、コーポレート・ガバナンスが重要
であるという経営の基本方針のもと、その強化をはかるため以下のとおり施策を実施してまいりま
す。
①執行役員制度の導入

平成 年度より個別カンパニーの部長門を執行役員とする「執行役員制度」を導入いたしました。14
本制度は、個別事業の運営に関する権限を執行役員に委譲し、経営と業務執行機能を明確に分離
すること に より、 経 営環 境の 変化 に迅速に対 応でき る体制 を確 立いた しまし た。

②コンプライアンスを徹底するためのガバナンスの確立
公共事業の依存度の高い当社としては、社会的責任の観点からもコンプライアンスを経営の重要
な課題と位置づけております。「企業理念」の実践にあたり、遵守すべき基本的な心構えとして、
すでに制定済の「企業行動基準」を、社長を委員長とする「企業行動基準推進委員会」を中心に
グループ内のコンプライアンス体制を整備し徹底をはかるとともに、企業倫理の向上につとめて
お り ま す 。

③積極的なＩＲ活動
当社は、積極的に経営内容の透明性の向上及び公正な情報開示に努めております。トップ主導に
より、機関投資家に対する定期的な決算説明会・工場見学会等の対応に加えて、ホームページの
充実など、コミュニケーション強化を推進してまいります。
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３．経営成績及び財政状態

１．経営成績
（１）当中間期の概況

当中間期におけるわが国経済は、コスト削減やリストラを背景とした企業業績の回復傾向に加
え、株価の上昇もあり明るい兆しが見られる状況となりましたが、一方では低調な公共投資に加
え、個人消費も依然として低迷を続けており、本格的な景気回復に至らないまま推移いたしまし
た。

このような状況の中で、当社グループは経営体質の改善・強化に向けて市場、顧客のニーズに
対応した営業・技術・生産体制の見直しを進め、既存事業の強化をはかると共に、新事業に積極
的に取り組んでまいりましたが、当社グループを取り巻く環境は引き続き厳しい状況で推移しま
し た 。

当中間期の売上高は、栗本建設工業㈱が持分法適用会社より連結対象子会社となったことによ
り、連結売上高は６１４億円（前年同期比３６．２％増・内栗本建設工業㈱売上高２４６億円）
と大幅に増加いたしました。

損益につきましては、栗本建設工業㈱の連結組み込みにより営業利益は４０億円の損失（栗本
建設工業㈱１５億円の損失）となり、経常利益は４６億円の損失（同１８億円の損失）となりま
した。中間純利益は栗本建設工業㈱の繰延税金資産の取り崩し、不良資産の一掃に伴う仕掛工事
整理損失等を特別損失として計上したことにより、１７０億円の損失（同１５３億円の損失）と
なりました。セグメント別では、当期より栗本建設工業㈱を連結子会社に加えたことにより、建
築及び建築関連製品のセグメント区分を設け、前年同期比については、前年同期の金額を変更後
の セ グ メ ント に 組 み 替 えた上 で 比 較 し てい ま す。
鉄鋼・鋳鋼製品は、売上高１４５億円（前年同期比△２１．２％）、営業利益は１１億円の損失
となり、 鋼製構造物・機械製品は、売上高１３１億円（同△１ ７．９ ％） 、営業利益は１０億の
損失となり、その他製品は、売上高３２億円（同△２０．０％）、営業利益は３億円の損失とな
り、建築及び建築関連製品は、売上高３０４億円（同＋３６３．７％）、営業利益は１８億の損
失 と な り ま し た 。

中間配当につきましては、１株につき２円とさせていただきました。

（２）通期の見通し
国内経済は、景気回復の兆しが見られるとはいえ、先行き不透明な状況の中、経営環境は引き

続き厳しい状況が続くものと思われます。
当社は、収益性を重視した経営に全力を傾注し、グループ一丸となってグループ会社の収益力

強化の諸施策を積極的に推進し、業績向上に取り組んでまいります。
平成１６年３月期の連結業績の見通しにつきましては、売上高１，６８０億円（前年度比３６．

４％増）、経常利益１２億円（同４１．４％増）、当期純利益につきましては、中間期の特別損失
の 計 上 に よ り １ ２ ０ 億 円 の 損 失 と な る 見 通 し で す 。

セグメント別売上高・営業利益の見通しといたしましては、下記のとおりであります。
売上高 営業利益

鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品 ４３９億円 １２億円
鋼製構造物・機械製品及び関連製品 ３８５億円 ６億円
建築及び建築関連製品 ７５８億円 ３億円
その他製品 ９８億円 ７億円
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２．財政状態
当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物は、栗本建設工業㈱の連結による６６億円

の増加もあり、前連結会計年度末より７９億円増加し、２６４億円となりました。
営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前純損失１５７億円に減価償却費等の非資

金項目と売上債権を中心とする流動資産、仕入債務を中心とする流動負債等の増減を加味した結
果 、 ４ ６ 億 円 の 支 出 と な り ま し た 。

投資活動によるキャッシュ・フローは、ファイナンス子会社によるグループ内金融の推進によ
る貸付増１５億円等により、１０億円の支出となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の８４億円増加等により、６８億円の収入
と な り ま し た 。

なお、キャッシュフロー指標のトレンドは以下のとおりです。

平成１２年３月期 平成１３年３月期 平成１４年３月期 平成１５年３月期 平成１５年９月期

自己資本比率(%) ５５．１ ５２．６ ５２．２ ５１．３ ３５．２

時価ベースの自己資本比率(%) １９．３ １５．９ １４．７ １１．５ １２．２

債務償還年数(年) ４．２ － １５．３ ６５．６ －

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ９．３ － ２．９ １．０ －

（注）自己資本比率：自己資本／総資産
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い
１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。
２．株式時価総額は、期末株価終値 期末発行済株式数により算出しております。×
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全て
の負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支
払額を使用しております。

４．平成１３年３月期及び当期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては営業キャ
ッ シ ュ ・ フ ロ ー が マ イ ナ ス の た め 記 載 し て お り ま せ ん 。
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金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％

（資産の部）

Ⅰ　流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 21,576 26,026 17,439

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 33,763 46,010 49,891

有 価 証 券 1,682 1,007 2,190

た な 卸 資 産 34,042 51,619 20,468

繰 延 税 金 資 産 592 600 559

そ の 他 7,443 6,300 7,699

貸 倒 引 当 金 △ 112 △ 836 △ 334

流 動 資 産 合 計 98,987 53.9 130,728 57.9 97,914 54.0

Ⅱ　固　定　資　産

　　 有形固定資産    

建 物 及 び 構 築 物 11,432 13,709 10,985

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 10,957 10,157 9,999

工 具 器 具 及 び 備 品 1,192 1,245 1,066

土 地 28,755 30,411 28,753

建 設 仮 勘 定 618 520 864

有 形 固 定 資 産 合 計 52,956 28.8 56,044 24.8 51,668 28.5

　　無形固定資産    

連 結 調 整 勘 定 - 519 -

そ の 他 356 344 303

無 形 固 定 資 産 合 計 356 0.2 864 0.4 303 0.2

   投資その他の資産   

投 資 有 価 証 券 18,361 25,787 18,139

繰 延 税 金 資 産 9,270 8,736 10,255

そ の 他 4,127 7,585 5,154

貸 倒 引 当 金 △ 443 △ 3,861 △ 2,161

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 31,315 17.1 38,246 16.9 31,388 17.3

固 定 資 産 合 計 84,628 46.1 95,155 42.1 83,360 46.0

資 産 合 計 183,616 100.0 225,884 100.0 181,275 100.0

前中間連結会計期間末

（平成14年9月30日）

当中間連結会計期間末

（平成15年9月30日）

前連結会計年度末

（平成15年3月31日）

中　間　連　結　貸　借　対　照　表

区分
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金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％

（負債の部）

Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 26,205 42,525 31,110

短 期 借 入 金 13,873 43,389 17,411

一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 3,500 6,725 6,400

一年以内償還予定新株引受権付社債 - 2,734 2,734

未 払 法 人 税 等 216 140 464

未 払 費 用 1,998 1,583 2,554

前 受 金 15,415 20,484 6,065

賞 与 引 当 金 1,509 1,440 1,328

設 備 支 払 手 形 134 419 196

そ の 他 2,766 3,746 4,268

流 動 負 債 合 計 65,619 35.8 123,189 54.5 72,534 40.0

Ⅱ　固　定　負　債

社 債 14,282 7,298 5,148

長 期 借 入 金 1,997 6,855 4,044

退 職 給 付 引 当 金 5,714 8,051 6,327

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 265 287 299

再 評 価 に 係 る 繰 延 税 金 負 債 - 588 -

そ の 他 - 206 -

固 定 負 債 合 計 22,259 12.1 23,287 10.3 15,820 8.7

負 債 合 計 87,879 47.9 146,476 64.8 88,354 48.7

（資本の部）

Ⅰ　資本金    31,186 17.0 31,186 13.8 31,186 17.2

Ⅱ　資本剰余金    28,714 15.6 28,714 12.7 28,714 15.9

Ⅲ　利益剰余金 35,928 19.6 17,036 7.5 33,587 18.5

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 122 0.0 3,630 1.6 △ 32 △ 0.0

Ⅴ　自己株式 △ 214 △ 0.1 △ 1,160 △ 0.5 △ 534 △ 0.3

資 本 合 計 95,737 52.1 79,407 35.2 92,920 51.3

負債、少数株主持分及び資本合計 183,616 100.0 225,884 100.0 181,275 100.0

前連結会計年度末

（平成15年3月31日）

当中間連結会計期間末前中間連結会計期間末

（平成15年9月30日）（平成14年9月30日）

区分
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金額（百万円） 百分比％ 金額（百万円） 百分比％ 金額（百万円） 百分比％

Ⅰ　売　上　高 45,097 100.0 61,414 100.0 123,128 100.0
Ⅱ　売　上　原　価 34,476 76.4 53,278 86.8 97,764 79.4

売 上 総 利 益 10,620 23.6 8,136 13.2 25,363 20.6
Ⅲ　販売費及び一般管理費 11,644 25.8 12,194 19.8 23,135 18.8

営 業 利 益 - - - - 2,227 1.8
営 業 損 失 1,023 2.3 4,058 6.6 - -

Ⅳ　営業外収益 379 0.8 593 0.9 874 0.7
受 取 利 息 及 び 配 当 金 104 150 439
そ の 他 の 営 業 外 収 益 275 443 435

Ⅴ　営業外費用 1,158 2.5 1,187 1.9 2,251 1.8
支 払 利 息 279 567 520
そ の 他 の 営 業 外 費 用 879 619 1,730
経 常 利 益 - - - - 850 0.7
経 常 損 失 1,802 4.0 4,651 7.6 - -

Ⅵ　特別利益 756 1.7 327 0.5 1,014 0.8
前 期 損 益 修 正 益 25 9 17
土 地 売 却 益 650 25 905
投 資 有 価 証 券 売 却 益 80 291 91
そ の 他

Ⅶ　特別損失 4,372 9.7 11,403 18.5 9,914 8.0
早 期 退 職 加 算 金 3,230 11 3,360
退 職 給 付 債 務 会 計 基 準 変 更 時 差 異 693 - 1,387
投 資 有 価 証 券 評 価 損 - 38 2,070
貸 倒 引 当 金 繰 入 - - 1,657
固 定 資 産 売 却 損 - 196 -
仕 掛 工 事 整 理 損 - 9,290 -
特 別 工 事 損 失 - 472 -
そ の 他 448 1,394 1,438
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 5,418 12.0 15,728 25.6 8,050 6.5
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 2,246 △ 5.0 △ 1,083 △ 1.8 447 0.4
法 人 税 等 調 整 額 124 0.3 3,007 4.9 △ 3,125 △ 2.5
少 数 株 主 損 失 - - △ 574 △ 0.9 - -
中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 3,297 7.3 17,077 27.8 5,372 4.4

区分

当中間連結会計期間

   至　平成15年 9月30日）

（自　平成14年 4月 1日 （自　平成15年 4月 1日 （自　平成14年 4月 1日

前連結会計年度

   至　平成15年 3月31日）

前中間連結会計期間

   至　平成14年 9月30日）

中　間　連　結　損　益　計　算　書
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（資本剰余金の部）

Ⅰ　資本剰余金期首残高

Ⅱ　資本剰余金減少高

自 己 株 式 消 却 額

Ⅲ　資本剰余金中間期末（期末）残高

（利益剰余金の部）
Ⅰ　利益剰余金期首残高

Ⅱ　利益剰余金増加高

連結会社増加に伴う利益剰余金増加

Ⅲ　利益剰余金減少高

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失

配 当 金

役 員 賞 与
Ⅳ　利益剰余金中間期末（期末）残高

808 -
- 808 -
-

5,372
535
20

33,58717,036

28,950
235
235

28,714

39,516

5,92817,359
17,077

261
1920

35,928

28,714
-
-

28,714

33,58739,516

3,587
3,297

270

28,950
235
235

28,714

中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

  至　平成14年 9月30日）

金額（百万円）

当中間連結会計期間

区分

前中間連結会計期間

（自　平成14年 4月 1日 （自　平成15年 4月 1日

  至　平成15年 9月30日）

金額（百万円） 金額（百万円）

前連結会計年度

（自　平成14年 4月 1日

  至　平成15年 3月31日）
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前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（自　平成14年 4月 1日 （自　平成15年 4月 1日 （自　平成14年 4月 1日

   至　平成14年 9月30日）    至　平成15年 9月30日）    至　平成15年 3月31日）

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
税 金 等 調 整 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 △ 5,418 △ 15,728 △ 8,050
減 価 償 却 費 1,861 1,175 3,752
持 分 法 に よ る 投 資 損 益 - - 566
連 結 調 整 勘 定 調 整 額 - 13 -
売 上 債 権 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 24,540 24,064 △ 831
仕 入 債 務 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 8,326 △ 8,257 △ 3,356
た な 卸 資 産 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △ 5,070 △ 2,841 8,502
受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 104 △ 150 △ 439
支 払 利 息 279 567 520
有 価 証 券 売 却 損 益 △ 45 △ 349 △ 50
有 価 証 券 等 評 価 損 益 - 34 2,076
有 形 固 定 資 産 売 却 損 益 △ 659 172 △ 882
早 期 退 職 加 算 金 3,230 - 3,360
工 事 特 別 損 失 - 472 -
貸 倒 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 - △ 276 1,989
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 2,478 338 △ 1,864
そ の 他 資 産 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 780 332 △ 188
そ の 他 負 債 の 増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 △ 2,204 △ 2,837 △ 996
小 計 6,385 △ 3,270 4,110

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 244 243 619
利 息 の 支 払 額 △ 289 △ 548 △ 533
早 期 退 職 加 算 金 の 支 払 額 △ 3,230 △ 11 △ 3,360
特 別 工 事 損 失 の 支 払 額 - △ 472 -
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 211 △ 546 △ 191
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,898 △ 4,606 644

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 △ 799 1,000 △ 599
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,939 △ 2,721 △ 7,118
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 561 1,734 2,578
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,124 △ 705 △ 2,288
有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 609 102 1,205
貸 付 に よ る 支 出 △ 6,616 △ 1,742 △ 8,135
貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 2,693 235 2,850
設 備 関 係 受 取 手 形 の 増 加 （ △ ） ・ 減 少 額 1,066 588 1,291
そ の 他 固 定 資 産 の 増 加 額 △ 295 △ 107 △ 495
そ の 他 固 定 資 産 の 減 少 額 120 563 304
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 7,725 △ 1,053 △ 10,408

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 6,250 8,454 9,210
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 - - 3,000
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 232 △ 607 △ 608
配 当 金 の 支 払 額 △ 270 △ 258 △ 536
自 己 株 式 取 得 に よ る 支 出 △ 449 △ 623 △ 769
普 通 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 - △ 75 △ 3,500
普 通 社 債 の 買 入 消 却 に よ る 支 出 △ 101 - △ 101
転 換 社 債 償 還 に よ る 支 出 △ 301 - △ 301
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 4,895 6,889 6,393

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 1 △0 1
Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 67 1,228 △ 3,369
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 21,926 18,557 21,926
Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 6,691 -
Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高 21,993 26,477 18,557

中　間　連　結　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー　計　算　書

区分
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１． 連結の範囲に関する事項
連結子会社　　　１2社　　　
非連結子会社　 １7社

２． 持分法の範囲に関する事項

３． 会計処理基準に関する事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

売 買 目 的 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定している）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品 ・ 仕 掛 品 平均法または個別法に基づく原価法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

(4) 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 定額法を採用している。

なお、連結子会社１社については、定率法を採用している。

無 形 固 定 資 産

(5) 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

なお、栗本建設工業株式会社については、当中間会計期間より連結子会社としている。

　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

非連結子会社１７社及び関連会社２社は、それぞれ中間連結純損益及び連結利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし
ても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外している。

債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上している。

時価法（売却原価は移動平均法により算定している）

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用
可能期間（５年）による定額法を採用している。

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（主として１０年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしている。

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上し
ている。

従業員に対する賞与支給に備え、賞与支給見込額を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ
る額を計上している。
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(6) 収益及び費用の計上基準

(7) リース取引の処理方法

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理の方法は税抜方式によっている。

(9) 会計処理方法の変更

（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

（工事進行基準の適用対象の変更）

４． 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

請負工事の収益計上は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（工期１年以上かつ請負金額５億円以上）については、

工事進行基準を採用している。

従来、工事進行基準の適用対象は「工期２年以上かつ請負金額１０億円以上」としていたが、当中間連結会計期間より「工期１

年以上かつ請負金額５億円以上」に変更した。この変更は、最近の受注環境等の変化により受注工事の小型化傾向が強まっ

てきたため、工事進行基準の適用範囲を広げ、工事収益についてより適正に期間損益計算を行うためである。

 　この結果、従来と同一の基準を適用した場合と比べ、売上高は 360百万円、売上原価は 326百万円、売上総利益は34百万

円増加し、営業損失、経常損失並びに税金等調整前中間純損失はそれぞれ 26百万円減少している。

　なお、セグメント情報に与える影響はセグメント情報に記載している。

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可
能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなってい
る。

従来、有形固定資産（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）を除く）の減価償却方法は定率法に

よっていたが、当中間連結会計期間より定額法に変更している。この変更は当社グループの鉄鋼・鋳鋼製品、鋼製構造物・機

械製品等の有形固定資産は、全般的に長期かつ安定的に使用され、設備の陳腐化のリスクも殆ど無く、また修繕等の設備維

持コストも長期間安定的に発生することが見込まれることから、各期に減価償却費を均等に配分することにより、投下資本の平

均的な回収を図ると共に費用・収益の対応をより適切に行うためである。

　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は496百万円、営業損失は293百万円、経常損失及び税金

等調整前中間純損失は294百万円減少している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっている。

　なお、セグメント情報に与える影響はセグメント情報に記載している。
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　　　【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

１． 有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額 70,969 70,979 70,029
２． 受 取 手 形 割 引 高 － 1,741 -
３． 受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 － 482 -
４． 保 証 債 務 1,632 5,397 3,451

（中間連結キャッシュフロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

現 金 及 び 預 金 勘 定 21,576 26,026 17,439
預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △ 1,240 △ 450 △ 1,040
有 価 証 券 に 含 ま れ る 現 金 同 等 物 1,657 901 2,157
現 金 及 び 現 金 同 等 物 21,993 26,477 18,557

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間連結会計期間末（期末）残高相当額

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

取 得 価 額 相 当 額 463 627 502
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 218 248 253
中 間 連 結 会 計 期 間 末 （ 期 末 ） 残 高 相 当 額 244 379 248

２．未経過リース料中間連結会計期間末（期末）残高相当額

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

一 年 以 内 93 130 94
一 年 超 151 249 153
合 計 244 379 248

（注）

３．支払リース料及び減価償却費相当額

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

（百万円） （百万円） （百万円）

支 払 リ ー ス 料 47 75 100
減 価 償 却 相 当 額 47 75 100

４．減価償却費相当額の算定方法
 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

取得価額相当額及び未経過リース料中間連結会計期間末残高相当額は、中間連結財務諸表規則第１５条において
準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっている。

※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。
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（セグメント情報）
（１）事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（平成１４年４月～平成１４年９月） （単位：百万円）
鉄鋼・鋳鋼製品
及び関連製品

鋼製構造物、機械
製品及び関連製品 その他の製品 計 消去又は全社 連結

Ⅰ　売上高及び営業損益
売上高

外部顧客に対する売上高 18,483 22,557 4,055 45,097 - 45,097
セグメント間の内部売上高・
内 部 振 替 高 95 305 111 511 (511) -

計 18,579 22,863 4,166 45,609 (511) 45,097

営 業 費 用 19,468 22,816 4,347 46,632 (511) 46,121
営 業 損 益 △ 889 47 △ 181 △ 1,023 - △ 1,023

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資 産 60,184 49,694 11,371 121,250 62,365 183,616
減 価 償 却 費 993 645 141 1,780 81 1,861
資 本 的 支 出 408 417 76 902 19 922

当中間連結会計期間（平成１５年４月～平成１５年９月） （単位：百万円）
鉄鋼・鋳鋼製品
及び関連製品

鋼製構造物、機械
製品及び関連製品

建築及び建築
関連製品 その他の製品 計 消去又は全社 連結

Ⅰ　売上高及び営業損益
売上高
外部顧客に対する売上高 14,567 13,119 30,482 3,245 61,414 － 61,414
セグメント間の内部売上高・
内 部 振 替 高 75 81 1,686 110 1,953 (1,953) －

計 14,642 13,201 32,168 3,355 63,368 (1,953) 61,414

営 業 費 用 15,762 14,274 34,053 3,687 67,778 (2,305) 65,472
営 業 損 益 △ 1,119 △ 1,073 △ 1,884 △ 331 △ 4,409 351 △ 4,058

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資 産 54,305 28,994 68,670 21,743 173,714 52,170 225,884
減 価 償 却 費 574 258 192 85 1,110 53 1,164
資 本 的 支 出 607 152 1,323 187 2,270 54 2,324

前連結会計年度（平成１４年４月～平成１５年３月） （単位：百万円）
鉄鋼・鋳鋼製品
及び関連製品

鋼製構造物、機械
製品及び関連製品 その他の製品 計 消去又は全社 連結

Ⅰ　売上高及び営業損益
売上高

外部顧客に対する売上高 46,278 66,210 10,639 123,128 - 123,128
セグメント間の内部売上高・
内 部 振 替 高 123 431 370 924 (924) -

計 46,401 66,641 11,009 124,052 (924) 123,128

営 業 費 用 46,455 64,496 10,348 121,300 (399) 120,900
営 業 損 益 △ 54 2,144 661 2,752 △ 524 2,227

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

資 産 58,099 49,590 22,943 130,634 50,641 181,275
減 価 償 却 費 1,987 1,312 299 3,599 153 3,752
資 本 的 支 出 620 878 241 1,740 40 1,781
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（注）

３．会計処理方法の変更
　（１）有形固定資産の減価償却の方法の変更
　　　　従来、有形固定資産（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）を除く）の減価償却方法は定率法に
　　　　よっていたが、当中間連結会計期間より定額法に変更している。
　　　　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は496百万円、営業損失は293百万円、経常損失及び税金等
　　　　調整前中間純損失は294百万円減少している。
　（２）工事進行基準の適用対象の変更
　　　　従来、工事進行基準の適用対象は「工期２年以上かつ請負金額10億円以上」としていたが、当中間連結会計期間より「工期１年
　　　　以上かつ請負金額５億円以上」に変更している。
　　　　この結果、従来と同一の基準を適用した場合と比べ、売上高は360百万円、売上原価は326百万円、売上総利益は34百万円増
　　　　加し、営業損失及び経常損失、及び税金等調整前中間純損失はそれぞれ26百万円減少している。
　（３）事業区分の変更
　　　　当中間連結会計期間より、栗本建設工業株式会社を連結子会社に含めたことに伴い、事業セグメントを従来の３区分から４区分
　　　　に変更するとともに、一部の事業についてその所属する事業セグメントを変更した。
　　　　尚、前中間会計期間の「鋼製構造物・機械製品及び関連製品」に含まれている「建築・建築関連製品」の金額は外部顧客に対す
　　　　る売上高6,574百万円、営業費用6,509百万円、営業利益66百万円であり、資産、減価償却費、資本的支出は、それぞれ15,835
　　　　百万円、228百万円、208百万円である。

（２）所在地別セグメント情報

（３）海外売上高
海外売上高が、連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を省略している。

　　（３）建築及び建築関連製品

　　（２）鋼製構造物・機械製品及び関連製品
　 　  　　 橋梁、水門、水管橋、各種産業機械及びプラント、粗大ゴミ処理施設、各種プレス

　 　  　　 建築、各種ダクト
　　（４）その他の製品
　　　　　　各種ＦＲＣ製品、ポリコンＦＲＰ管、各種合成樹脂成型品

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は前中間連結期間62,365百万円、当中間連結期間62,685百万円、前
連結会計年度は57,506百万円） であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有
価証券）及び管理部門に係る資産等である。

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため、所在
地別セグメント情報の記載を省略している。

１．事業区分は、製造方法、製造過程の類似性により区分している。
２．各事業の主な製品
　　（１）鉄鋼、鋳鋼製品及び関連製品
　    　　　ダクタイル鉄管、異形管、付属品、各種調整弁、特殊鋳鋼及び鋳鋼、各種水道工事、土木工事の調査・設計・施工
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（受注及び販売の状況）

取得原価 中間連結貸借
対照表計上額 取得原価 中間連結貸借

対照表計上額 取得原価 連結貸借対照
表計上額

株式 8,896 9,283 9,141 15,508 7,089 7,222
債券

国債等 1,673 1,684 997 930 297 300
その他 1,767 1,586 2,144 2,077 2,233 2,058

合計 12,338 12,554 12,283 18,515 9,619 9,581

その他有価証券
優先出資証券
ＭＭＦ等

内一年超 内一年超 内一年超

スワップ取引

受取変動・支払固定 - - - - 2,325 1,925 △ 163 △ 163 - - - -

合計 - - - - 2,325 1,925 △ 163 △ 163 - - - -

注）時価の算定方法

　取引相手先金融機関から提示された価格によっております。

市
場
取
引
以
外
の
取
引

   至　平成15年 9月30日）    至　平成15年 3月31日）
契約額等 契約額等 契約額等

時価 評価
損益 時価

（単位　百万円）

前連結会計年度

（自　平成14年 4月 1日

評価
損益

区
分 種類

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
（自　平成14年 4月 1日 （自　平成15年 4月 1日

評価
損益

   至　平成14年 9月30日）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（単位　百万円）

（単位　百万円）

（平成14年9月30日）

２．時価評価されていない主な有価証券

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品

鋼 製 構 造 物 ・ 機 械 製 品

そ の 他 製 品

区分

構成率

１． その他有価証券で時価のあるもの

5.9

売上高

鉄 鋼 ・ 鋳 鋼 製 品

鋼 製 構 造 物 ・ 機 械 製 品

11,007

43,129

4,036

52,469 68,420

23.7
21.4

31.1
27.8

100.0

（平成15年9月30日）

21,25242.6
19,042

-

9.85,131

13,11950.022,557

100.0

18,483 41.0

45,097

（単位　百万円・％）

金額 構成率

前中間連結会計期間

（自　平成14年 4月 1日

   至　平成14年 9月30日）
金額

100.0

当中間連結会計期間
（自　平成15年 4月 1日

   至　平成15年 9月30日）

133

差額

当中間連結会計期間末

金額

61,414

14,567

2,157

37.6
53.8

差額

前連結会計年度末

（平成15年3月31日）

8.6

100.0

123,128

46,278

40.8
48.8

10.4

△ 37

前連結会計年度

（自　平成14年 4月 1日

   至　平成15年 3月31日）

66,210

10,639

構成率

100.0

当中間連結会計期間末

△ 67

6,367

前連結会計年度末

△ 67 3
△ 174

387

4,000

6,232216

連結貸借対照表計上額

4,000

（平成15年9月30日）

3,000

時価

区分

区分

前中間連結会計期間末

（平成14年9月30日）

前中間連結会計期間末

中間連結貸借対照表計上額

差額

△ 181
10

（平成15年3月31日）

1,657 901

中間連結貸借対照表計上額

そ の 他 製 品

建 築 及 び 建 築 関 連 製 品

建 築 及 び 建 築 関 連 製 品

-

-

4,055

24,961
22,376

受注高

- 30,482

24,089

5.3

35.2

49.63,2459.0

100.0

47.6

- -

- -

105,708

51,571
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平成 16年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成  15 年 11月 14日

上   場   会   社   名       株式会社　栗本鐵工所 　　　　　　　上場取引所     　　 東　大　名
コ ー ド 番 号 5602 　　　　　　　本社所在都道府県　 　大阪府
（URL http://www.kurimoto.co.jp）
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名　　横内　誠三
問合せ先責任者 役職名 総合企画室経理部長 氏名　　田中　　勇 TEL (06) 6538 - 7724

中間決算取締役会開催日　　平成 15 年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 15 年 12月   9日 単元株制度採用の有無　有（１単元　1,000株）

１. 15年 9月中間期の業績（平成15年 4月 1日 ～ 平成15年 9月 30日）
(1)経営成績

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15 年 9 月 中 間 期 28,845 △ 24.9 △ 2,440 - △ 2,326 -
14 年 9 月 中 間 期 38,423 △ 12.7 △ 1,157 - △ 1,357 -
15 年 3 月 期 104,943 698 982

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間
         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭
15 年 9 月 中 間 期 △ 1,279 - △ 9.93
14 年 9 月 中 間 期 △ 3,000 - △ 22.43
15 年 3 月 期 △ 5,245 △ 39.52
(注)①期中平均株式数    15年 9月中間期    128,869,466 株   14年 9月中間期    133,748,038 株   15年 3月期    132,725,015 株
     ②会計処理の方法の変更　　 有
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況

円　　銭 円　　銭
15 年 9 月 中 間 期 2.00 -
14 年 9 月 中 間 期 2.00 -
15 年 3 月 期 - 4.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15 年 9 月 中 間 期 151,914 92,877 61.1 727.86
14 年 9 月 中 間 期 164,656 94,413 57.3 710.30
15 年 3 月 期 157,764 91,441 58.0 698.55
(注)①期末発行済株式数　15年 9月中間期 　127,603,619株　14年 9月中間期 　132,920,107株　15年 3月期 130,900,899株
 　 ②期末自己株式数　　15年 9月中間期 　  6,381,289株　14年 9月中間期 　  1,064,801株　15年 3月期   3,084,009株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成15 年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 88,000 1,200 1,000 2.00 4.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              7 円 84銭

　上記記載金額は、百万円未満を切捨てして表示しております。業績予想は現時点で入手可能な情報に基づき作成し
たものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

１株当たり中間配当金 １株当たり年間配当金
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金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％

（資産の部）

Ⅰ　流　動　資　産

現 金 及 び 預 金 19,125 13,720 12,850

関 係 会 社 預 け 金 - 1,000 1,000

受 取 手 形 15,402 12,587 16,156

売 掛 金 13,780 11,356 24,073

有 価 証 券 1,457 901 2,157

た な 卸 資 産 30,629 24,445 18,050

繰 延 税 金 資 産 471 247 247

営 業 外 受 取 手 形 1,248 515 1,293

そ の 他 2,565 2,307 3,187

貸 倒 引 当 金 △ 66 △ 252 △ 313

流 動 資 産 合 計 84,614 51.4 66,829 44.0 78,704 49.9

Ⅱ　固　定　資　産

　　有形固定資産    

建 物 9,045 8,859 8,787

機 械 及 び 装 置 10,216 9,374 9,235

土 地 25,584 25,397 25,582

そ の 他 3,091 2,818 3,057

有 形 固 定 資 産 合 計 47,937 29.1 46,449 30.6 46,662 29.6

　　無形固定資産    293 0.2 288 0.2 253 0.1

　　投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 20,328 27,756 20,159

繰 延 税 金 資 産 8,196 7,975 9,335

そ の 他 3,605 4,685 4,693

貸 倒 引 当 金 △ 319 △ 2,071 △ 2,044

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 31,810 19.3 38,346 25.2 32,144 20.4

固 定 資 産 合 計 80,041 48.6 85,084 56.0 79,060 50.1

資 産 合 計 164,656 100.0 151,914 100.0 157,764 100.0

当中間会計期間末

（平成15年9月30日） （平成15年3月31日）

前事業年度末

中　間　貸　借　対　照　表

区分

前中間会計期間末

（平成14年9月30日）
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金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％

（負債の部）

Ⅰ　流　動　負　債

支 払 手 形 5,615 4,516 7,757

買 掛 金 16,579 12,830 18,466

短 期 借 入 金 3,503 4,035 4,081

一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 3,500 6,400 6,400

一 年 以 内 償 還 予 定 新 株 引 受 権 付 社 債 - 2,734 2,734

未 払 法 人 税 等 - - 68

前 受 金 15,068 9,663 5,717

賞 与 引 当 金 1,200 1,150 1,030

設 備 支 払 手 形 134 265 39

そ の 他 4,454 3,848 6,328

流 動 負 債 合 計 50,056 30.4 45,443 29.9 52,623 33.3

Ⅱ　固　定　負　債

社 債 6,400 - -

転 換 社 債 5,148 5,148 5,148

新 株 引 受 権 付 社 債 2,734 - -

長 期 借 入 金 317 2,127 2,484

退 職 給 付 引 当 金 5,361 6,083 5,819

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 224 235 248

固 定 負 債 合 計 20,186 12.3 13,594 9.0 13,700 8.7

負 債 合 計 70,243 42.7 59,037 38.9 66,323 42.0

（資本の部）

Ⅰ　資本金    31,186 18.9 31,186 20.5 31,186 19.8

Ⅱ　資本剰余金    28,714 17.4 28,714 18.9 28,714 18.2

資 本 準 備 金 28,714 28,714 28,714

Ⅲ　利益剰余金 34,601 21.0 30,549 20.1 32,090 20.3

利 益 準 備 金 2,576 - 2,576

任 意 積 立 金 34,476 28,635 34,476

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 - 1,913 -

中 間 （ 当 期 ） 未 処 理 損 失 2,451 - 4,962

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 125 0.1 3,584 2.4 △ 15 △ 0.0

Ⅴ　自己株式 △ 214 △ 0.1 △ 1,157 △ 0.8 △ 534 △ 0.3

資 本 合 計 94,413 57.3 92,877 61.1 91,441 58.0

負 債 資 本 合 計 164,656 100.0 151,914 100.0 157,764 100.0

（平成14年9月30日）

当中間会計期間末

（平成15年9月30日）

区分

前事業年度末

（平成15年3月31日）

前中間会計期間末
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金額（百万円） 百分比％ 金額（百万円） 百分比％ 金額（百万円） 百分比％

Ⅰ　売　上　高 38,423 100.0 28,845 100.0 104,943 100.0

Ⅱ　売　上　原　価 30,716 79.9 22,977 79.7 86,534 82.5

売 上 総 利 益 7,707 20.1 5,868 20.3 18,408 17.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 8,864 23.1 8,308 28.8 17,710 16.8

営 業 利 益 - - - - 698 0.7

営 業 損 失 1,157 3.0 2,440 8.5 - -

Ⅳ　営業外収益 557 1.5 771 2.7 1,671 1.5

受 取 利 息 及 び 配 当 金 129 142 773

そ の 他 の 営 業 外 収 益 427 629 897

Ⅴ　営業外費用 756 2.0 658 2.3 1,387 1.3

支 払 利 息 235 204 436

そ の 他 の 営 業 外 費 用 521 453 951

経 常 利 益 - - - - 982 0.9

経 常 損 失 1,357 3.5 2,326 8.1 - -

Ⅵ　特別利益 194 0.5 299 1.0 216 0.2

前 期 損 益 修 正 益 8 1 2

土 地 売 却 益 105 25 122

投 資 有 価 証 券 売 却 益 80 271 91

Ⅶ　特別損失 4,277 11.2 397 1.3 9,633 9.1

早 期 退 職 加 算 金 3,230 - 3,342

退 職 給 付 債 務 会 計 基 準 変 更 時 差 異 625 - 1,250

投 資 有 価 証 券 評 価 損 111 38 2,066

貸 倒 引 当 金 繰 入 - - 1,657

固 定 資 産 売 却 損 - 151 -

特 別 工 事 損 失 - 207 -

そ の 他 309 0 1,315

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 5,440 14.2 2,425 8.4 8,434 8.0

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △ 2,439 △ 6.4 △ 1,146 △ 4.0 24 0.0

法 人 税 等 調 整 額 - - - - △ 3,213 △ 3.0

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 3,000 7.8 1,279 4.4 5,245 5.0

前 期 繰 越 利 益 548 616 548

利 益 準 備 金 減 少 額 - 2,576 -

中 間 配 当 額 - - 265

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益 - 1,913 -

中 間 （ 当 期 ） 未 処 理 損 失 2,451 - 4,962

区分

（自　平成15年　4月　1日 （自　平成14年　4月　1日

前中間会計期間

　 至　平成14年　9月30日）

（自　平成14年　4月　1日

中　　間　　 損　　益　　計　　算　　書

当中間会計期間

　 至　平成15年　9月30日）

前事業年度

　 至　平成15年　3月31日）
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１． 有価証券の評価基準及び評価方法
そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定している）

時価のないもの 移動平均法による原価法
子 会 社 株 式 及 び 関 連 会 社 株 式 移動平均法による原価法

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品 ・ 仕 掛 品 総平均法又は個別法による原価法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

３． 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 定額法を採用している。

無 形 固 定 資 産

４． 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

５． 収益及び費用の計上基準

６． リース取引の処理方法

７． その他中間財務諸表作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
　 消費税等の処理の方法は、税抜方式によっている。

８． 会計処理方法の変更
（有形固定資産の減価償却の方法の変更）

（工事進行基準の適用対象の変更）

 　この結果、従来と同一の基準を適用した場合と比べ、売上高は 360百万円、売上原価は 326百万円、売上総利益は34百万円増加

し、営業損失及び経常損失並びに税引前中間純損失はそれぞれ26百万円減少している。

請負工事の収益計上は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（工期１年以上かつ請負金額５億円以上）については、工事

進行基準を採用している。

従来、有形固定資産（ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）を除く）の減価償却方法は定率法によって
いたが、当中間会計期間より定額法に変更している。この変更は当社の有形固定資産は、全般的に長期かつ安定的に使用され、設
備の陳腐化のリスクも殆ど無く、また修繕等の設備維持コストも長期間安定的に発生することが見込まれることから、各期に減価償
却費を均等に配分することにより、投下資本の平均的な回収を図ると共に費用・収益の対応をより適切に行うためである。
　この変更により、従来の方法によった場合と比較して、減価償却費は 438百万円、営業損失は 265百万円、経常損失及び税引前
中間純損失は 266百万円減少している。

従来、工事進行基準の適用対象は「工期２年以上かつ請負金額１０億円以上」としていたが、当中間会計期間より「工期１年以上か

つ請負金額５億円以上」に変更した。この変更は、最近の受注環境等の変化により受注工事の小型化傾向が強まってきたため、工

事進行基準の適用範囲を広げ、工事収益についてより適正に期間損益計算を行うためのものである。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっている。

債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念
債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上している。

定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては社内における　利
用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

　　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

従業員に対する賞与支給に備え、賞与支給見込額を計上している。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計
上している。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
事業年度から費用処理することとしている。

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく中間期末要支給額を計上して
いる。
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　　　【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

１． 64,470 63,557 63,405
２． 保 証 債 務 13,552 23,351 18,341

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（百万円） （百万円） （百万円）

３． 自 己 株 式 消 却
株 式 の 取 得 価 額 の 総 額 235 - 235

資本準備金による消却株式数 1,090,000 株 - 株 1,090,000 株

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（百万円） （百万円） （百万円）

１． 1,571 934 3,169

（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間会計期間末（期末）残高相当額

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

取 得 価 額 相 当 額 360 322 384
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 156 150 192
中 間 会 計 期 間 末 （ 期末 ）残 高相 当額 203 172 191

②未経過リース料中間会計期間末（期末）残高相当額

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

（百万円） （百万円） （百万円）

一 年 以 内 72 64 68
一 年 超 131 107 122
合 計 203 172 191

（注）

③支払リース料及び減価償却費相当額

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

（百万円） （百万円） （百万円）

支 払 リ ー ス 料 34 39 73
減 価 償 却 相 当 額 34 39 73

④減価償却費相当額の算定方法
 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

取得価額相当額及び未経過リース料中間会計期間末（期末）残高相当額は、中間財務諸表等規則第５条の３において
準用する財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき、支払利子込み法によっている。

有 形 固 定 資 産 の 減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 実 施 額

※上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。
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平成１６年３月期中間決算補足説明資料

１．通期業績予想 (単位：百万円)
連 結 単 体

１４年３月 １５年３月 １６年３月計画 １４年３月 １５年３月 １６年３月計画

売  上  高 119,795 123,128 168,000 109,634 104,943 88,000

前年度比(%) -9.5% 2.8% 36.4% -10.1% -4.3% -16.1%

営業利益 　△1,298 2,227 2,800  △1,964 698 1,000

前年度比(%) 　－  － 25.7% 　－ 　－ 43.3%

経常利益 　△2,925 850 1,200  △3,095 982 1,200

前年度比(%) 　－ 　－ 41.2% 　－ 　－ 22.2%

当期利益  △5,586  △5,372  △12,000 △4,804  △5,245 1,000

前年度比(%) - - - 　－ 　－ 　－

営業利益率(%) -1.1% 1.8% 1.7% -1.8% 0.7% 1.1%

経常利益率(%) -2.4% 0.7% 0.7% -2.8% 0.9% 1.4%

当期利益率(%) -4.7% -4.4% -7.1% -4.4% -5.0% 1.1%

１株当たり当期利益(円)  △41.03 △40.48 △94.05 △35.29  △39.52 7.84

２．セグメント別売上・営業利益・通期予想 (単位：百万円)

１４年３月 １５年３月 １６年３月計画

売 上 高

　　鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品 54,943 46,278 43,900

　　鋼製構造物・機械製品及び関連製品 55,398 66,210 38,500

　　建築及び建築関連製品 - - 75,800

　　その他製品 9,453 10,639 9,800

合　　　計 119,795 123,128 168,000

営業利益

　　鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品 14 -54 1,200

　　鋼製構造物・機械製品及び関連製品    △618 2,144 600

　　建築及び建築関連製品 - - 300

　　その他製品 △694 661 700

    消去又は全社 -524

合　　　計   △1,298 2,227 2,800
 注：セグメント構成部門
 　　　　 鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品　　　　　： 鉄管部門、バルブ部門、土木工事部門
 　　　　 鋼製構造物・機械製品及び関連製品 ： 鉄構部門、機械部門
　　　　　建築及び建築関連製品　　　　　　　 　：建設部門、建材部門
 　　　　 その他製品　　　　　　　　　　　 　　　　 ： 化成品部門、その他部門

３．設備投資・減価償却費 (単位：百万円)

連 結 単 体

１４年３月 １５年３月 １５年９月 １６年３月計画 １４年３月 １５年３月 １５年９月 １６年３月計画

　設備投資（工事ベース） 4,258 2,132 1,853 3,400 3,145 1,799 1,064 2,600

　有形固定資産減価償却費 4,420 3,545 1,091 2,350 3,730 3,169 934 2,000

            －２３－



４．特別損益明細 (単位：百万円)
連 結 単 体

１５年３月 １５年９月 １６年３月 １５年３月 １５年９月 １６年３月
　前期損益修正益 17 9 9 2 1 1
　土地売却益 905 25 821 122 25 25
　有価証券売却益 91 291 970 91 271 950
　そ　の　他 0 0 0 0 0 0

特 別 利 益 計 1,014 327 1,800 216 299 976
　退職給付債務積立不足償却 1,387 0 0 1,250 0 0
　有価証券等評価損 2,070 38 38 2,066 38 38
　早期退職加算金 3,360 11 11 3,342 0 0
　事業再編損失 733 0 0 733 0 0
　貸倒引当金繰入 1,657 430 430 1,657 0 0
　特別工事損失 0 472 472 0 207 207
　販売用不動産評価損 0 544 544 0 0 0
　仕掛工事整理損 0 9,290 9,290 0 0 0
　そ　の　他 705 615 800 582 151 200

特 別 損 失 計 9,914 11,403 11,585 9,633 397 445
特 別 損 益 計 　　　　 △8,900          △11,076           △9,785  △9,416 △98 531

５．セグメント情報
　 当中間連結会計期間より、セグメントの事業区分を変更しております。
　 前中間連結会計期間を当中間会計期間の事業区分で表示しますと、以下の通りとなります。
         前中間連結会計期間（平成１４年４月～平成１４年９月） (単位:百万円)

鉄鋼・鋳鋼製品及び 鋼製構造物、機械製品       建  築  及  び その他の製品 計 消去又は全社 連結
  関     連     製     品  及  び  関  連  製  品 建築関連製品

Ⅰ　売上高及び営業損益
     売上高

     外  部  顧  客  に  対  す  る 売  上  高 18,483 15,983 6,574 4,055 45,097 － 45,097
　　 セグメント間の内部売上高・内部振替高 95 304 1 111 511 (511) －
                        計 18,579 16,228 6,575 4,166 45,609 (511) 45,097

営　　　　　業　　 　　費　 　　　用 19,468 16,307 6,509 4,347 46,632 (511) 46,121
営　　 　　　業　　 　　損　　　　 益           △  889             △   19 66  '          △ 181         △ 1,023 －       △ 1,023

Ⅱ　資産､減価償却費及び資本的支出

     資                                  産 60,184 33,858 15,835 11,371 121,250 62,365 183,616
     減   　 価 　　  償 　　  却　   費 993 417 228 141 1,780 81 1,861
     資       本     的       支     出 408 209 208 76 902 19 922

         当中間連結会計期間（平成１５年４月～平成１５年９月） (単位:百万円)
鉄鋼・鋳鋼製品及び 鋼製構造物、機械製品       建  築  及  び その他の製品 計 消去又は全社 連結

  関     連     製     品  及  び  関  連  製  品 建築関連製品
Ⅰ　売上高及び営業損益
     売上高

     外  部  顧  客  に  対  す  る 売  上  高 14,567 13,119 30,482 3,245 61,414 － 61,414
　　 セグメント間の内部売上高・内部振替高 75 81 1,686 110 1,953 (1,953) －
                        計 14,642 13,201 32,168 3,355 63,368 (1,953) 61,414

営　　　　　業　　 　　費　 　　　用 15,762 14,274 34,053 3,687 67,778 (2,305) 65,472
営　　 　　　業　　 　　損　　　　 益         △  1,119         △   1,073         △　1,884  '          △ 331         △ 4,409 351       △ 4,058

Ⅱ　資産､減価償却費及び資本的支出

     資                                  産 54,305 28,994 68,670 21,743 173,714 52,170 225,884
     減   　 価 　　  償 　　  却　   費 574 258 192 85 1,110 53 1,164
     資       本     的       支     出 607 152 1,323 187 2,270 54 2,324

－２４－



６．製品別売上高、受注高・受注残高比較表

区分 金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 構成比％ 金額（百万円） 増減率％ 金額（百万円） 構成比％

売 上 高 38,423 100.0 28,845 100.0 △ 9,577 △ 24.9 104,943 100.0

鉄 管 11,039 28.7 9,284 32.2 △ 1,755 △ 15.9 26,780 25.5

建 材 6,709 17.5 5,970 20.7 △ 738 △ 11.0 12,912 12.3

鉄 構 7,094 18.5 4,662 16.2 △ 2,432 △ 34.3 21,496 20.5

機 械 6,702 17.4 4,437 15.4 △ 2,265 △ 33.8 25,806 24.6

バ ル ブ 5,013 13.0 3,621 12.6 △ 1,392 △ 27.8 11,756 11.2

土 木 1,176 3.1 359 1.1 △ 816 △ 69.4 4,540 4.3

新 規 事 業 そ の 他 687 1.8 510 1.8 △ 177 △ 25.8 1,651 1.6

受 注 高 43,546 100.0 40,637 100.0 △ 2,908 △ 6.7 84,021 100.0

鉄 管 13,720 31.5 12,991 32.0 △ 729 △ 5.3 26,833 31.9

建 材 6,415 14.7 5,609 13.8 △ 805 △ 12.6 12,260 14.6

鉄 構 8,619 19.8 7,932 19.5 △ 687 △ 8.0 15,554 18.5

機 械 6,276 14.4 6,258 15.4 △ 18 △ 0.3 14,107 16.8

バ ル ブ 5,861 13.5 5,580 13.7 △ 281 △ 4.8 10,890 13.0

土 木 1,713 3.9 1,460 3.6 △ 253 △ 14.8 2,628 3.1

新 規 事 業 そ の 他 939 2.2 806 2.0 △ 133 △ 14.2 1,746 2.1

受 注 残 高 72,447 100.0 58,193 100.0 △ 14,253 △ 19.7 46,401 100.0

鉄 管 6,788 9.4 7,867 13.5 1,079 15.9 4,160 9.0

建 材 2,067 2.9 1,347 2.3 △ 719 △ 34.8 1,709 3.7

鉄 構 30,786 42.5 26,588 45.7 △ 4,197 △ 13.6 23,319 50.3

機 械 21,560 29.8 12,109 20.8 △ 9,451 △ 43.8 10,288 22.2

バ ル ブ 6,898 9.5 7,143 12.3 244 3.6 5,184 11.2

土 木 3,674 5.1 2,325 4.0 △ 1,348 △ 36.7 1,225 2.5

新 規 事 業 そ の 他 671 0.8 810 1.4 138 20.7 514 1.1

前中間会計期間

　 至　平成14年　9月 30日）

当中間会計期間

　 至　平成15年　9月 30日）

（自　平成14年　4月　1日 （自　平成15年　4月　1日

前事業年度

　 至　平成15年　3月 31日）

比較増減 （自　平成14年　4月　1日

－２５－
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